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巨視的分配理論の基本構造発
原 久 治
はじめに
この小論は，巨視的分配理論がし、かなる基本的な理論構造によって構成され
ているか，について考察することを目的としている。
この考察は，まだ完全に発展した決定的な巨視的分配理論が存在していない
現状では，巨視的分配理論の立論の基礎・接近方法・分析方法，さらには，そ
の理論構造・合意および批判，そして，新しい分配理論に対して第1次的接近
を行なうための新しい展開，などにあたって役に立つことであると考える。
小論においては，その全体を通じて次のような仮定を設けるO まず最初に，
国家（ここでは一般政府の意味である。〉の経済活動と外国貿易の存在を捨象
する。投資支出と国民所得はともに純概念であるものとするO 減価償却費と補
填投資は同じものとみなしているO 貨幣的側面を無視し利子率は一定であり，
貨幣の供給は十分に弾力的であるとするO さらに，所得の機能的分配の決定要
因に関する分析は定常経済に限定するため，ケインズ派分配理論の動学的分析
を説明することは除外しなければならない。
長この小論の要旨は，富山大学経済学会定例研究報告会（昭和51年5月22日〉において
報告された。席上，諸先生方から有益なコメントをいただきましたことを感謝し、たし
ます。小論に誤りがあるとすれば，それはすべて小生に帰します。
(1）拙稿， 「ケイ γズ派分配・成長理論における安定メカニズム」，『富大経済論集j,
第21巻，第3号， 1976年3月， 1-36頁。 Kaldor,N.，“A Model of Economic Gro-
wth’： Economic Journal, Vol. 67, 1957, pp. 591-624 ; Kaldor, N. and Mirrlees, 
J. A.，“A New Model of Economic Growth’＇， Revie叩ザEconomicStudies, Vol. 29, 
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小論の構成は，次の通りであるO 第I節の問題意識に次いで，第E節では，
巨視的分配理論の基本構造の類型化について考えるO 第E節では，巨視的分配
理論に共通な理論構造について検討するO 第百節では，巨視的分配理論の 1つ
の類型となっているケインズ派分配理論の基本構造について検討する。第V節
では，やはり巨視的分配理論の 1つの類型となっている「独占度理論」を取り
上げ，その基本構造について検討する。第VI節では，巨視的分配理論の中から
ケインズ派分配理論と「独占度理論」を選んで，これらの基本構造を相互に結
ひ、つけた巨視的分配モデ、ルを構成して， このモデ、ルから導びかれる理論的帰
結，ことに所得分配について考察するO 第四節では，小論の考察結果を要約し，
残された問題点について明らかにするO
Il 巨視的分配理論の基本構造の類型化
J. M. Keynes以後の巨視的経済学の展開があり，この発展につれて所得分
配やその決定要因を研究するためのさまざまな巨視的分配理論があらわれた。
私見によれば，巨視的分配理論の基本構造は少なくとも次の 3つの類型に大別
することができるO 第1に，ケインズ派分配理論の基本構造であるO 第2vこ，
独占度に関連した巨視的分配理論の基本構造であるO そして，第3に，総供
給・総需要理論の基本構造であるO
巨視的分配理論の基本構造の 1つは，国民所得と消費支出を所得取得者に分
配するというケインズ体系の特色を用いる点に存在するO このいわゆるケイン
ズ派分配理論は，微視的経済学において十分に考察されていない相互関係，す
1962, pp. 174-192.置塩信雄先生，「N.Kaldorの均衡成長論についてJ，『国民経済雑
誌』，第110巻，昭和39年11月， 37-55頁；同， 「N.Kaldorの均衡成長 Model」，『理
論経済学』， 1965年8月， 1-8頁。 Mccallum,B. T.，“The Instability of Kaldorian 
Models”， Oxford Economic Papers, Vol. 21, 1969, pp. 56-65. Champernowne, 
D. G., “The Stability of Kaldor’s 1957 Model”P Review of Economic Studies, Vol. 
38, 1971, pp. 47-62. 
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なわち，要素所得が，資本家にとって費用であり，需要曲線の本質的な決定要
因であることを考慮しているO しかし，ケインズ派分配理論はまだ所得の機能
的分配に関する完全な理論になっているとは思われなし、。ケインズ派分配理論
の代表的な文献は， N.Kaldor, E. Schneider, L. L. Pasinetti, W. Krelleなどの
巨視的分配理論であるO
このようなケインズ派分配理論の基本構造に対して，一方において， A.A.
Cournotを先駆とする独占理論の発展の系譜があり，他方において， Keynes以
後の巨視的経済学の発展につれてなかんずく独占度と所得分配理論との関連性
を追求し，微視的経済学から生じる接近方法や基本構造をもち，価格決定の徴
視的な相互関係を把握しながら，生産面から所得分配を決定しようとする理論
が存在しているO この理論はいわゆる独占度に関連した巨視的分配理論であ
るO この理論は，独占的市場における資本家の価格政策的行動に関する特定の
仮説にもとづいて構成されており，この仮説から直接所得分配が生じるという
(2) Kaldor Nリ“AlternativeTheories of Distribution’う Revie叩 ofEconomic Studzむ，
Vol. 23, 1955ー 56,pp. 83-100. Schneider, E.，円Einkommenund Einkommensv-
erteilung in der makrookonomischen Theorie“， L’lndustria, 1957, No. 2, pp. 3-
15. L’lndustriaはイタリアの学術雑誌である。 Pasinetti, L. L., "Rate of Profit 
and Income Distribution in Relation to the Rate of Economic Growth", Review 
of Economic Studies, Vol. 29, 1962, pp. 267-279. Krelle, W., Verteilungstheorie, 
1962, s. 107-261. Krelleの分配理論は「構造的分配理論」（eine strukturelle 
Verteil ungstheorie）であると彼自身名づける（s.107, s. 109.）が，ケインズ派分配
理論の類型に含めることもできる。この点は，拙稿，「『分配理論』の論理体系と問題
点 ←）」，『産業経済研究J，第11巻，第3・4号，昭和46年5月， 1-57頁，で検討し
た。ケインズ派分配理論の学説的系譜の概略は，拙稿， 「労働者階級の財産所有と所
得分配付J，『産業経済研究』，第10巻，第2号，昭和44年8月， 1-52頁，で記述し，
ケインズ派分配理論の性格とその特色は，拙稿， 「新古典派分配論とケインズ派分配
論の綜合化の可能性」，『富大経済論集』，第19巻，第2号， 1973年11月， 1-22頁，
特に2-3頁；同，「所得分配の分析方法について」，『富大経済論集』，第19巻，第3
号， 1974年3月， 161-181頁，で記述している。
(3) その概略は註（5）の拙稿に記述している。
- 28-
- 29ー
構造になっているO 独占度に関連した巨視的分配理論には 2つの大きな類別
があり，この一方における代表的な文献は， A. Mitra, J. Niehans, J. G. M. 
Hilhorst, U. Gruberのように利潤極大化原理を採用した巨視的分配理論であ
り，他方における代表的な文献は， M.Kalecki, S. Weintraub, A. Stobbe, E. 
Freiserのようにマークアップ的な価格設定方式いわゆるフルコスト原理を採
用した巨視的分配理論であるO
このような独占度に関連した巨視的分配理論の基本構造に対して，徴視経済
的なある特定の相互関係を把握し，巨視的分配理論を活用した基本構造をもっ
理論が存在している。この理論はし、わゆる総供給・総需要理論であるO この理
論の核心は収穫に関する諸法則の集計的な定式化をあらわしているところにあ
るO この理論はまた，価格水準と生産，従って，所得分配に関する諸見解を貨幣
的需要と貨幣的供給にもとづいて決定している。総供給・総需要理論の代表的
な文献は，置塩信雄先生，H.Atsumi, S. Weintraub, A. M. Moore, E. Scheele 
(4) Mitra, A., The Share of Wages in National Income, 1954. Niehans, J., ,,Die 
Wirkung von Lohnerhるhungen,technischen Fortschritt, Steuern und Spargewohn-
heiten auf Preise, Produktion und Einkommensverteilung", in Schneider, E.(hrsgふ
Einkommensverteilung und technischer Fortschritt, 1959, s. 9-94. Hilhorst, J. G. 
M., Monopolistic Competition, Technical Progress and Income Distribution, 1965. 
Gruber, U., ,,Einkommensverteilung und Monopolgrad", Jahrbiicher fur National-
i"konomie und Statistik, Bd. 176, 1974, s. 492-522. 
(5) Kalecki, M., "The Determinants of the Distribution of Income’＇， Econometrica, 
Vol. 6, 1938, pp. 97-112 ; Ditto, Theory of Economic Dynamics, 1954. Weintraub 
S., An Approach to the Theory of Income Distribution, 1958 ; Ditto, A General 
Theory of the Price Level, Out戸t,Income Distribution, and Economic Growth, 
1959. Stobbe, A., Untersuchungen zur makrookonomischen Theorie der Einkomme-
nsverteilung, 1962. Preiser, E., Wachstum und Einkommensverteilung, 1961.独占
度に関連した巨視的分配理論の性格とその特色は，拙稿， 「独占理論的分配論の展開
-F. Miinnich分配モデルの 1つの拡充一一J，『富大経済論集J，第20巻，第3号，
1975年3月， 84-109頁，特に37←371頁，で記述し，「独占度」概念についてはこの
論文の371-373頁で明らかにしている。
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などの巨視的分配理論ないし所得分配理論であるO
小論の第V1節に関連することであるが，微視的経済学にもとづいた所得の機
能的分配を明示する集計的な理論の基本構造について考察するためには，独占
度に関連した巨視的分配理論の基本構造の接近方法・分析方法・理論構造が有
益であると考えるO この考えによれば，たとえ独占度に関連した巨視的分配理
論の基本的な仮説ないし仮定がまだ一般的なものではないとしても，ケインズ
派分配理論と独占度に関連した巨視的分配理論とを結びつけようとする 1つの
試みは，所得分配の機能的説明，ひいては，その人的（階級的〉説明を提供す
ることができると考える。小論の主眼もまさにその点に置かれている。
I 巨視的分配理論に共通な理論構造
巨視的分配理論では，通常土地は特定の生産要素ではなくて生産された実物
資本として把握されるO この実物資本は， 「国定的な請求権」 Zとして特色づ
けられる利子および地代から成り立つ所得範鴎を形成する。この「固定的な請
求権」は，特定の生産要素として扱われるものであり，あるいは，他の所得範
鴎，すなわち，① 狭義の利潤の対照となる総要素所得Fに対する賃金所得L
とし、う所得範鴎か，② 「固定的な請求権」が賃金所得とならんで第2の所得
範憶を形成する資産所得に対する狭義の利潤で集計される場合の所得範曙か，
(6) 置塩信雄先生，「総供給画数について」，『神大経済学研究年報4』，昭和32年， 211ー
262頁。 Atsumi,H.，“Mr. Kaldors Theory of Income Distribution”y Rt-vie叩 of
Economic Studies, Vol. 27, 1959-60, pp. 109-118. Weintraub, S., op. cit . Moore, 
A. M.，“The Reformulation of the Kaldor Effect’＇， Economic Journal, Vol. 77, 
1967, pp. 84-99. Scheele, E., ,,Angebots-und Nachfragepreisniveau in makroるk-
onomischen島fodellen“， inHenn, R. (hrsgよ OperationsResearch Verfahren, Bd. 
II, 1967, SS. 321-335. この Scheeleの文献は Freiburgi. Br.大学国民経済図書
室蔵書（蔵書番号 s101s）から複写したものである。総供給・総需要理論の性格とそ
の特色は，拙稿， 「巨視的分配理論の性格と類型付」，『産業経済研究』，第9巻，第
4号，昭和44年2月， 19-55頁，特に21一23頁，で記述している。
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のいずれかで把握されるものである。本来の意味の利潤も資産所得も通常Gで
あらわされるが，この記号の意味は使われるときに応じて特別に付け直さなけ
ればならない。
巨視的分配理論は，貨幣国民所得の水準と同時にその分配を決定するO この
場合， Keynesが発展させた集計的な巨視経済的方程式のすべての基本構造が
役に立ってくるO 貨幣国民所得と消費支出はさまざまな所得取得者の所得とそ
の消費に区別され，それとともにいわゆる国民所得理論は貨幣国民所得の水準
とその分配とを結びつけるいわば結節点となっているO
巨視的分配理論に共通な理論構造は，次の体系の一般的な基本モデ、ルで、示さ
れると考えるO
モデル
(1) Y=C+I 
(2) C=c(}G十CLL十CzZ , l>cG>O, l>cL>O, l>cz>O 
(3) G=Y-L-Z 
(4) L=lN 
(5) N=N(y) 
ただし，記号は次の通りであるO Yは貨幣国民所得， Gは狭義の利潤所得， L
は賃金所得， Zは固定的な請求権〈利子と地代の合計）， cは消費支出， Iは
独立投資（仮定により純投資）， C（｝ は資本家の限界消費性向， CLは労働者の限
界消費性向， Czは利子・地代取得者の限界消費性向， Jは貨幣賃金率， Nは雇
用量， Yは総産出量（実質国民所得〉であるO
(1）式は，貨幣国民所得の定義式である。一般的な場合には，貨幣国民所得Y
は狭義の利潤所得G，賃金所得Lおよび回定的な請求権Zの3つの所得範曙に
分配される。（2）式は，消費画数であるO 一定項がなく，一定の限界消費性向を
もっ単純な消費画数（2）を仮定すれば，貨幣国民所得の均衡条件は（1）式で示さ
れるO 固定的な請求権Zは投入された土地と地代率，資本ストックの価値およ
び利子率に依存するが，このZは所与と仮定される。従って，投資は独立投資
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とみなされるから，また，賃金所得が決定されるから，（1）式は均衡貨幣国民所
得を決定する。（3）式は，利潤の定義式であるO ここでは利潤はすべて分配され，
留保利潤は存在しないことを仮定する。（4）式は，賃金所得の定義式である。（5)
式は，生産画数であり，雇用量Nは実質国民所得y cあるいは，総産出量〉の
画数で示される。
最も単純な場合には，貨幣賃金率は外生的に所与とみなされ，投資は独立投
資とみなされるO この場合には，体系（1）～（5）は，式5，変数6 (Y, G, L, 
N, Y, C）である。パラミター I, Z, l , ca., CL, Czはすべて所与かつ一
定であるO このため， この体系は完全なものではなし、。体系（1）～（5）において
は，このうちの4つの式が以下において検討する場合の巨視的分配理論の基本
構造にとって共通なものである。
N ケインズ派分配理論の基本構造
巨視的分配理論の 1つの類型としてケインズ派分配理論を選び，さらに，こ
の理論の中からその最も代表的な分配理論として N.Kaldor分配理論を選び，
この理論の基本構造について検討するO 次に，この基本構造を拡充し，発展さ
せた分配理論の基本構造について検討するO そして，その基本構造の問題点に
ついて検討する。
1. N. Kaldor分配理論の基本構造
前節において検討した巨視的分配理論に共通な理論構造にもとづいて，この
節では，一般的な体系を用いるから，利子所得や地代所得のような資産所得は
一括して利潤所得Gとみなしこれを賃金所得Lに対照させているO 資本スト
ックが一定である限り，利潤所得の変化は狭義の利潤所得の変化だけを意味す
るO この意味において，私見で、解釈した限りでは， N. Kaldor分配理論の体系
！は次の式で示されると考えるO
(7) Kaldor, N., op. cit., 1955-56. 
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モデル
(1) Y=C+I 
(6) C=ce.G十cr.L , l>cr..>ce>O 
(7) G=Yー工
(4) L=lN 
(8) N=py 
(9) y＝σK 
側 P＝予
ただし，記号は次の通りであるO 記述の他には， Kは資本ストック， Pは価格
水準， pは平均労働生産性の逆数， σは平均資本生産性（資本係数一手の逆数）
である。
この体系は，式7，変数7(Y, G, L, C, Y, N, P）であるから，完
全な体系が成立するO I, K, J，ρ，σ，Ce, Cr.はすべてパラミターであり，
所与かつ一定であるO
(1）式は，貨幣国民所得の定義式であるO (6）式は，資本家と労働者の 2つの社
会階級が存在する場合の消費画数であるO これは，一定項がなく，一定の限界
消費性向をもっ単純な消費画数であるO (7）式は，利潤の定義式であり，分配の
定義式であるO (4）式は，賃金所得の定義式であるO (8）式は，生産画数であるO
(9）式は，平均資本生産性σが一定であることを意味するが，この仮定は完全利
用の資本ストックと平均労働生産性の逆数がともに一定であるときにのみ設け
ることができるO (10）式は，価格水準の定義式であるO このようなKaldor分配理
論の体系は短期的分配モデ、ルで、あるから，生産能力効果は無視されているO
Kaldor分配理論の基本構造は，そのモデ、ルに関連して次のように説明するこ
N 
(8) (8），附から玄ニpσ が得られる。すなわち 資本装備率の逆数＊vi一定であ
り，雇用量Nと資本ストックKは常に同じ比率におかれている。この場合に限り，資
本係数の逆数σは一定で、あることが認められる。
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とができるO 完全利用を仮定した資本ストックKは，（9）式により直接総産出量
（実質国民所得） yの水準を決定する。資本ストックは外生的に所与であるか
ら平均資本生産性σが仮定により一定であれば， Yに対しでも成立するO こ
の意味では，実質国民所得Yは外生的変数に準じた性格の変数であるO このy
の水準は，仮定により一定の平均労働生産性の逆数ρの下で（8）式によって雇用
量Nを決定する。資本ストック，平均資本生産性，平均労働生産性の逆数およ
び貨幣賃金率Jがし、ずれも一定であるとき，賃金所得Lは一定となる。賃金所
得Lと貨幣国民所得Yとの関係については，特定の仮定が必要である。賃金
所得は貨幣国民所得に依存しないこと，また，貨幣賃金率は価格水準Pに依存
しないことが仮定されているO 独立投資Iの各水準は，（4), (7）式により賃金所
得Lが一定のときの利潤所得Gの水準，。。式により実質国民所得Yが一定のと
きの価格水準Pおよび（1), (6）式により貨幣国民所得Yの水準を決定するO 従っ
て， I, K, l, p，σ，CG, CL はし、ずれも仮定により一定であるから， 3つの
変教G, P, Yはやはり独立投資Iに依存する。
このような基本構造をもっ Kaldor分配理論の体系から，次の分配決定式，
すなわち，利潤分配率（1），賃金分配率(12）が得られる。
）????（ _g_=l- 1-ca.γ ， l>cL>ca.>O 
.L (CL-CG）十一乞－
(12) 
L 
y 
1-ca. 
(CLー 仙士
(1), (12）式によれば，次の帰結が得られる。すなわち，賃金所得Lが短期的に
(9) Kaldor分配モデ、ルの体系（1),(4), (6）～（10）式から次の式が得られる。
y -co 1 》 1-ci
二て一一一I十一ァー－L O二一一一Iーで一~L1-co 1-co 1-co 1-co 
このGをYで｜捺せば，利潤分配率（1）が得られる。（1),(7）式から賃金分配率。2）が得られ
る。
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みて所与かつ一定であり，資本家の消費性向 CGが一定であるときには，純投資
L 支出Iの増加につれて賃金分配率一ーが低下するため，利潤分配率一一ーは上昇y 
して 1に近づくとしづ帰結が得られるO この帰結はケイ γズ派分配理論の循環
論的説明から生じるものである。また， Kaldor分配理論の所得分配は，純投
資I，資本家の消費性向 CG，労働者の消費性向 CLおよび賃金所得Lによっ
て決定されることになるO
2. N. Kaldor分配理論の基本構造の拡充
Kaldor分配理論の基本構造を拡充した代表的な論者は， L.L. Pasinettiで
あるO Pasinettiは消費画数（6）の代りに次式の消費画数を用いる。
(13) C=cGGG+cL(GL+L) 
ただし， GGは資本家の資本所得ないし利潤所得， GLは労働者の資本所得ない
し利子所得（資産所得〉である。
Pasinetti分配モデルの体系（拙稿，参照。〉から，分配決定式が得られるO
ここでは，利潤分配率手だけを示せば，
__J__一（1-cL)G y 
凶 っァ＝ 7 「Y CL-CG LTG 
Pasinetti分配理論の基本構造については， Kaldor分配理論の場合と同様な
ことを指摘することができるO
3. ケインズ派分配理論の基本構造の問題点
この節の1.と2.の意味において，ケインズ派分配理論の基本構造が少なくと
も次の2つの前提にもとづいていることは明らかであるO
第1に，ケインズ派分配理論が貨幣賃金の相対的な硬直性としづ仮定にもと
づいていることは明らかである。いま，価格が上昇すれば，価格の上昇はこれ
に比例した貨幣賃金の増加をもたらせるO 従って，実質賃金が一定であれば，
(10) Pasinetti, L. L., op. cit. . 
(1）拙稿， 「分配政策形成のための理論的基礎づけ一一L L. Pasinetti分配理論の検
討一一」， 『富大経済論集』，第18巻，第3号，昭和48年3月， 21-47頁。
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実質国民所得の再分配過程は機能的に作用しなくなるO そうであるとすれば，
実質国民所得の増加は直ちに貨幣賃金を上昇させるであろう。そして，労働者
が貨幣錯覚をもたないとすれば，貨幣賃金の増加はこれに対応した消費支出の
増加を抑制し，従って，実質投資比率と実質国民所得の分配はともに依然とし
て変わっていない。
第2に，ケインズ派分配理論が貨幣賃金率の絶対的な不変性を考慮していな
いことは明らかであるO 貨幣国民所得の貨幣的再分配とその実質的再分配を純
投資支出の増加を通じてもたらせるためには，ある特定の貨幣賃金が純投資支
出の増加に遅れて反応しなければならない。
これらの前提から，ケインズ派分配理論は，短期的には純投資支出が急増す
るときの不均衡において貨幣国民所得を利潤所得と賃金所得との間に再分配で
きることを明らかにしているO しかし他方では，ケインズ派分配理論の基本
構造は均衡における所得分配を明らかにするものとしてはまだ十分でない点が
残されているO その基本構造では，均衡においても生産費が生産物価格を下回
り，従って，（7）式で与えられる利潤が実現することを前提しているO 確かに，
従来の巨視的分配理論では，均衡における利潤の存在を明らかにしていない
しまた，均衡においてなぜ，そして，どれほど生産物価格が賃金費用を上回
るかといういわば巨視的分配理論の核心が欠けているO この問題点は，賃金水
準（貨幣賃金率〉と価格水準との関係はどのようなものであるかという観点か
ら検討する必要があるO
v 「独占度理論」の基本構造
前節においてケインズ派分配理論の基本構造について検討したが，この節で
は，巨視的分配理論の 1つの類型として独占度に関連した巨視的分配理論を選
び，この理論の基本構造について検討するO 次に，その基本構造の問題点につ
いて検討するO
1. 独占度に関連した巨視的分配理論の基本構造
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第E節で示したように，独占度に関連した巨視的分配理論には2つの大きな類
別があるが，ここでは，独占的市場形態と資本家の価格政策，すなわち，資本家
のマークアップ的な価格設定方式を採用した価格政策行動を取り上げ，これら
の要因を強調した巨視的分配理論〈例えば， A.Stobbe分配モデ、ル， E.Preiser 
分配モデ、ル。〉の基本構造について検討する。この場合，そのような類型の巨
視的分配理論を「独占度理論」と名づけることにするO
巨視的分配理論の中心問題は，前節の終りで、触れたように，賃金水準と価格
水準との集計的な関係を決定することであるが，この問題に対してケイ γズ派
分配理論の基本構造は，価格水準の上昇は一定の資本ストックの下では貨幣的
需要の増加につれて常に実質賃金率が低下し，実質賃金所得が減少するという
単純な仮定にもとづいている。
これに対して， 「独占度理論」は独占的市場形態における資本家の価格政策
的行動に関しである特定の仮説を設けることによって賃金水準（貨幣賃金率〉
と価格水準との聞に必要な関係を導びいている。「独占度理論」は，私見で解釈
ω独占的市場や寡占的市場において資本家が単純に利潤極大化原理（限界収入ニ限界
費用）を採用した価格設定方式で行動するか否かは疑問である。実際，従来の諸研究
や諸調査，特にフルコスト原理や売上高極大化仮説（Baumol,W. ]., Business Beh-
avior, Value and Growth, 1959；小野俊夫，伊達邦春共訳，『企業行動と経済成長』
（旧版），昭和37年。〉や参入阻止価格理論が既に明らかにしているように，資本家は
必ずしも限界原理に従って行動しているわけではなく，また，現実に限界原理の前提す
る諸条件が必ずしも存在しているわけではない。この意味において，独占度を導入す
るにあたってマークアップ的な価格設定方式を採用したM.Kalecki, P. Sylos-Labini, 
S. Weintraub, A. Stobbe, E. Preiserのそれぞれの分配モデ、ルの独占度概念と価格水
準についてここで説明する必要がある。
M. Kaleckiは1954年の前掲書では平均原理にもとづいた分析をする。 Kaleckiは，
財（生産物〉を短期の価格変動が費用で決まるもの（例えば，原材料などの中間生産
物。〉とそれが需要で決まるもの（例えば，最終生産物。）の2つに分けて，後者の分
析を展開する。独占的市場における資本家（企業とみなす。〉の短期費用曲線につい
て，①生産能力の実際的使用の範囲内では平均主要費用が一定であること，②，大
多数の資本家の産出量はその範囲内にあること，が仮定される（pp.11-12.）。「価格
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を設定するとき，企業は平均主要費用と類似した生産物を生産する他の産業の価格を
考慮しなければならない。」（p.12.）この場合の資本家の価格設定方式は，P=mu+nP,
(l>n>O , m>O）で示される。この式を産業全体で加重平均すれば，次式であらわ
- rn 一一される。 P＝玩u-＋五P，あるいは， k＝τ二百のき， P＝んuであらわされる。ここで，
Pは平均価格， uは生産物1単位当りの平均主要費用，日五と元は産業の価格決定政策
を特色づける係数である。係数んは産業の「平均的独占度」（p.16.）である。この独
占度は，集中度，暗黙の協定，労働組合の勢力，主要費用と共通費用の比率の変化，
広告費などに依存する（p.17.）。
P. Sylos-Labiniの参入阻止価格論（Sylos-Labini,P., Oligopoly and Technical 
Progress, 1962；安倍一成訳， 『寡占と技術進歩』，昭和39年。〕は，フルコスト理論
が未解決のまま残したマークアップ率の大きさを決定する理論として注目される。参
入阻止価格＝（平均直接費＋平均間接費〉×（1+最低利潤率〉である。
S. Weintraubの分配モデルで、は， 1959年の前掲書の価格設定方式は， Z=k’lNで
示される。 Zは販売額， h’は賃金額に対する販売額の比率， 1とNは既述の記号と同
じである。その式は Weintraubモデルの basictruismであり，その式，すなわち，
「恒等式J，「定義式」，「同義反復」は h’の値を経験的に決定する（p.3, 9, 59.）。
Weintraubは， 1929-1957年の各年においてん’を BusinessGross Product/Com-
pensation of Employeeとし、う比率であらわしん’の一定の値をみつけた（p.13-
43.)0 k'=2.16 (1929年）， k’二2.13 (1940年），ん’＝1.99 (1950年）， k’＝1. 87 (1957 
年〉。 Z＝れNは賃金費用に対応する価格のマークアップ率を構成する。
A. Stobbeの分配モデ、ルで、は，資本家の価格設定方式は， P=(l十g)plで示される。
ρは平均労働生産性の逆数， gはマークアップ率 （Zuschlag）である。「すべての企
業の価格設定は，企業がマークアップ率gを平均賃金費用に課することによってなさ
れる。この仮定は企業の費用計算の単純化を可能にさせる。ここでは個別経済の価格
設定と巨視的経済の所得分配との聞の相互関係を示すことである」（s.70.）と Stobbe
は考える。 ρJは平均賃金費用であり， plgは平均利潤である。
, L G N 
E. Preiserの分配モデ、ルは，資本家の価格設定方式は， P＝ヲ1+-yーニー 豆一（l+g)
で示される。記号は既述の通りである。私見で解釈した限りでは， Preiserモデ、ル
の体系は， Y=Py,Y=G十L,G＝πK, G=gN, L=lN, Y二soG十SLL, p二
子（刊で示される。 πは要求利潤率，刷工資本家の貯蓄性向， SLは労働者の貯
蓄性向である。モデ、ルは式7，変数7 (Y, G, L, P, l，π，g）であるから，完全
な体系が成立する。ただし， K,N, y, so, SLはすべてパラミターであり，所与か
Gπk g 
つ一定である。モデルの体系から導びかれる利潤分配率ヲ7ニヲ子ニヲ王-gC＝ので
あらわされるものが， Preiserの「平均的独占度Jkである。このhを「構造的独占度」
(struktureller Monopolgrad）と彼自身名づける（s.12, s. 13, s. 16, s. 17.その他。〉。
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した限りで、は，次の「一般的な基本モデ、ル」で示されると考えるO
モデル
(1) Y=C+I 
(6) C =caG+cr.L , I>cr.>ca>O 
(7) G=Y-L 
(4) L=lN 
(8) N＝ρy 
側 Y=+
ただし，記号は既述の通りである。
この体系は，式6，変数6(Y, C, G, L, N, Y）であるから，完全な
体系が成立する。 I' l ' p, p' CG, Cr.はすべてパラミターであり，所与か
っ一定であるO
(1), (6), (7), (4), (8）式はケインズ派分配理論のモデ、ル体系における場合と同
様な意味をもっているが，（10）式はその場合とは異なり， 「独占度理論」におけ
る総産出量Yを決定する定義式であるO ケインズ派分配理論では，仮定により
一定の資本ストックと一定の資本係数の下で総産出量の水準が決定され，価格
水準Pを総産出量（実質国民所得） yの水準に対する貨幣的需要Yの比率とし
て示されるから，形式的には同じω式でも意味するところは異なっているO
「独占度理論」において，（10）式の価格水準Pを決定するのは個々の資本家で
あることに注意しなければならなし、。ここでは，価格水準が資本家の売上価額
の水準に影響を与えること，すなわち，経済全体が独占的市場形態であること
を仮定すれば，さらに， 「独占度理論」は資本家の純粋に形式的な価格設定行
動をマークアップ率で表示することを仮定すれば，次のような価格水準を決定
することができるO
この「構造」とは，労働市場と生産物市場の構造を意味する。そして，これらの市場
において資本家と労働者は社会的勢力を正当に評価して行動することが仮定されてい
る（s.16.）。
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その価格とは，生産物（財） 1単位当りの売上価額のことであり，この価格
は少なくとも次の2つの方式で設定することができるO 1つは，その価格が生
産物1単位当りの可変費用を上回るように設定される場合の方式であるO 単純
化のために，集計した資本家を仮定すれば，生産物1単位当りの可変費用は賃
金費用だけで構成されることになるO もう 1つは，その生産物1単位当りの売
上価額が，固定費を上回るある特定の粗利潤をもたらせ，さらに，生産物1単
位当りの純利潤をもたらせるように設定される場合の方式であるO このような
2つの方式で設定される価格は，次式で示される。
(1日 L G P＝一一一十一一y y 
G （引，（8）式により L=plyであるから， また，一一一＝gとおけば，（15）式は次式y 
のように書き換えることができるO
(16) p =pl+ g 
この式は，貨幣賃金率 Jと平均労働生産性の逆数pがともに一定であるときに
は，価格水準Pは実質国民所得Yに占める利潤所得Gの比率，すなわち，マー
クアップ率gが所与かつ一定であるときに決定されることを意味するO
資本家の価格設定行動をこのように定式化することは，あまりにも形式的で
あり，さまざまな価格設定方式と価格政策的な諸目的とを同一視することであ
ると指摘されるかもしれなし、。確かにその通りであるが，次のように考えるこ
とができる。いま， gが確定値であるとすれば，限界費用と限界収入とが一致
する場合の利潤極大化原理に服するような価格設定方式は伝統的な方式であ
るO この方式によれば， gはマークアップ率であるとみなされる。しかし限
（同小論の価格設定の定式化は， Preiserモデ、ルや Stobbeモデルの価格設定方式と
πK G 類似している。 Preiserのマークアップ率 gは，註闘により g=Nーニヨマー で示さ
れる。小論， Preiserおよび Stobbeの3つのモデノレの相違点は次の点にある。小論
の場合は平均賃金費用 plにマークアップ率 gを加えた価格であるが， Stobbeの場
合は平均賃金費用 plに平均利潤plgを加えた価格であり， Preiserの場合は平均賃金
費用に（平均労働生産性の逆数×マークアップ率〉を加えた価格である。
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界費用，あるいは，限界収入が変化するときには， gは一定であるとみなすこ
とはできなし、。 「独占度理論」は一定のマークアップ率とし、う仮定に依存する
から，有効なマークアップ率をどのようにして算定するかということが問題と
なる。この場合には，資本家の各種の価格政策的な目的はやはり既述の定式化
と同一視することができると考えるO すなわち，生産物1単位当りのある特定
の粗利潤は生産物1単位当りの可変費用（ここでは賃金費用ρl）のα%という
定式化 g＝α・plでつくり出されること， あるいは，ある特定の資本から利子
が生じること，などと閉じことなのである。
「独占度理論」の基本構造は，そのモデ、ルに関連して次のように説明するこ
とができるO いま，貨幣賃金率Jと平均労働生産性の逆数pがともに一定であ
るとし、う仮定によれば，平均可変費用（賃金費用） plは一定であるO 資本家は
この平均可変費用 ρJに一定のマークアップ率 gを付け加えて価格水準Pを設
定する（制式〉。価格水準はこの資本家行動の場合には外生的変数によって決
定されることになるO この場合，その価格水準でどの程度の売上げが可能であ
るかによって総産出量Yが決まるO このYが貨幣的需要Yに依存することはω
式により明らかであるO 貨幣国民所得Yの水準は，価格水準が一定のとき，実
質国民所得Yの水準を決定して，逆に，総産出量Yの水準は貨幣国民所得Yの
水準を決定する。なぜ、ならば，一定の平均労働生産性の逆数pの下で雇用量N
は（8）式により貨幣国民所得に依存し，一定の貨幣賃金率 Jの下で雇用量は（4),
(6）式により賃金所得L，従って，労働者の消費性向 CLに依存するからであるO
さらに，貨幣国民所得は独立投資Iの影響を受けるO 賃金所得が決まれば，純
投資支出を通じて貨幣国民所得の水準，従って，（1), (7）式により利潤所得Gが
決定される。しかし，利潤所得からなされる資本家の消費性向 CGは，貨幣国
民所得の水準に影響を与え，これによって総産出量，さらには賃金所得，そし
て，再び貨幣国民所得と利潤所得それ自体の水準に影響を与えることになるO
このような基本構造をもっ「独占度理論」の体系から，次の分配決定式，す
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なわち，利潤分配率制，賃金分配率（18）が得られるO
(r切 G ~ pl g 一一一一－Y ム pl+g- pl+g 
(18) 
L pl 
y -pl十g
(r札（18）式によれば，次の帰結が得られる。すなわち，貨幣賃金率 J，平均労
働生産性の逆数 ρがともに一定であるときには， マークアップ率gの上昇に
L つれて賃金分配率一ーが低下するのに反して，利潤分配率yーは上昇して 1にy 
近づくとし、う帰結が得られるO また， 「独占度理論」における所得分配は，資
本家の価格設定政策の際のマークアップ率g，貨幣賃金率 Jと平均労働生産性
の逆数pc従って，賃金費用 plである。〉によって決定されることになる。さ
らにまた，独立投資Iが増加するときには，独立投資の増加は（1）式により貨幣
国民所得を増加させる。資本家は価格政策にもとづいて生産物価格（これは，
ここでは，供給価格であり，売上価額である。〉を一定に維持する（十分な供
給の弾力性を仮定する。）ことによって総産出量Yと雇用量，従って，一定の
貨幣賃金率の下で賃金所得を貨幣的需要Yに比例して増加させようとするO こ
の場合には，所得分配は依然として変わっていない。
2. 「独占度理論」の基本構造の問題点
この節の1.の意味において， 「独占度理論」の基本構造が少なくとも次の 3
つの前提にもとづいていることは明らかである。
第 1に，「独占度理論」が資本家は独占的市場の生産物価格に影響を与えると
いう前提にもとづいていることは明らかである。この場合に限り，ある特定の
価格設定原理仰が成立する。生産物1単位当りの平均可変費用（賃金費用） pl 
帥 「独占度理論」のモデル体系（1), (4), (6）～（8），側および制式から次式が得られる。
T pl十g γ Yニ pl Aー (1ー ca)(pl+ g）一（cL-co)pl. 
(1ー ca）ー （CLー ω予五云
この式と（7）式からGが得られ，このGをYで除せば，利潤分配率仕切，賃金分配率（帥が
得られる。
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が仮定によって一定であれば，この費用は限界費用に等しし、。この場合，マーク
アップ率gは絶対的な独占度であるとみなすことができるO このgとともに利
pl 
潤分配率も賃金分配率も変化する すなわち ーァーーが小さくなればなるほo ’ pl+g 
ど，従って，利潤分配率が上昇し，賃金分配率が低下すればするほど， gはま
すます大きくなるO
第2に， 「独占度理論」は，マークアップ率が一定の経済量であり，特定の
画数によって決定されるとし寸前提にもとづいているO この特定の画数がなけ
れば，ことばをかえていえば， gだけでは貨幣国民所得の水準とその分配は決
定されないであろう。
第3に， 「独占度理論」は，経済が完全雇用状態ではないから，そこには遊
休設備と失業が存在するとし、う前提にもとづいている。
これらの前提から， 「独占度理論」の適用範囲は，均衡状態，すなわち，最
適生産能力の利用状態に限定され，また，過少雇用の範囲内に存在する貨幣国
民所得に限定されることが明らかになるO
VI ケインズ派分配理論の基本構造と「独占度理論」
の基本構造との綜合化
1. 綜合化の可能性
ケインズ派分配理論の基本構造と「独占度理論」の基本構造とを「綜合化」す
ることは，ここでは2つの理論の基本構造の長所を結び、つけ，さらに，新たな
仮定，定義式，行動式を導入して2つの分配理論を含む綜合的で包括的な巨視
的分配モデ、ルを構成することを意味する。この意味の「綜合化」を試みるため
には，今一度ケインズ派分配理論の基本構造と「独占度理論」の基本構造につ
いて検討－しなければならなし、。そして，それらの基本構造の補完性，さらには，
その意味の「綜合化」の可能性の有無，について検討しなければならない。
ケイ γズ派分配理論はやはり初期時点で所与とみなされた資本ストックを含
んでいる。第百節の説明では，純投資は独立投資とみなし貨幣賃金率は一定
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とみなした。これらの点によれば，各変数は経済的諸関係を直接決定するか
ら，ケインズ派分配理論の体系も「独占度理論」の体系も完全な体系になるO
しかしこの関係は2つの巨視的分配理論，ことに巨視的分配モデ、ルで、は相
異なった理論形式で、あらわされている。
まず第1に，純投資支出の増加は2つの巨視的分配モデ、ルに含まれる共通な
(1), (6）式によって貨幣国民所得を増加させるO このことは，ケインズ派分配モ
デ、ルで、は，完全に利用される一定の資本ストック（（9）式〉の下では総産出量は
一定であるから，貨幣的需要の増加は（10）式によって価格水準を上昇させるO (8) 
式によって雇用量も一定であり，貨幣賃金率は外生的に所与であるから，生産
費（この場合は賃金所得である。〉は一定であり，貨幣国民所得の増加は利潤
所得を増加させる。従って，価格水準が上昇し，実質国民所得が一定であると
きには，純投資支出の増加は利潤分配率を上昇させることになる。これに対し
て，独占度に関連した巨視的分配モデ、ル（以下で、は独占度モデ、ルと略記する。〉
では，一定の価格水準の下では貨幣的需要の増加はω式によって生産を増加さ
せるO 雇用量は（8）式により総産出量に比例して変化するO そのため，外生的に
所与の貨幣賃金率と外生的に決定されるものとみなすことのできる価格水準
の下では，貨幣国民所得と賃金所得は比例して変化する。従って，純投資支出
の増加は，価格水準と利潤分配率がともに一定であるときには，実質国民所得
を増加させることになるO
第2に，次の相違点がある。ケインズ派分配モデ、ルで、は，資本家は貨幣的需
要と一定の供給量から与えられる価格を認めるO 貨幣国民所得に占める利潤分
配率や賃金分配率は，最終的には貨幣的需要が実質的な供給に比例するという
循環的相互関係で決定されることになるO これに対して，独占度モデ、ルで、は独
占的市場形態と資本家のある特定の価格政策が前提されている。資本家は，生
産物価格に影響を与えることができ，しかも，この価格設定にあたり生産物1
単位当りの平均可変費用（ここでは賃金費用である。〉に対して特定のマーク
アップ率を算定することが仮定されているO この意味では，資本家はケイ γズ
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派分配モデ、ルと同様な価格，すなわち，市場が与える価格を受け入るのではな
くて，マークアッフ。率を考慮したし、わゆるフルコスト原理を固執するO それに
従って，資本家がその価格の維持を望むときには，資本家は貨幣的需要が変化
する際の生産に比例して反応しなければならなし、。この点からみれば，総産出
量はケインズ派分配モデ、ルと同様に外生的とみなされた一定の資本ストックか
ら決定されないことになるO 総産出量は（10）式によって貨幣的需要から得られ，
価格水準は（16）式で決定されるからである。
第3の相違点は，既述の仮定や仮説にもとづいて，独占度モデ、ルで、は賃金所
得と貨幣国民所得とが利潤分配率や賃金分配率の絶対的な水準だけを決定する
としづ特定の循環的相互関係が示されるのに対して，ケインズ派分配モデ、ルで、
は循環的相互関係は貨幣国民所得の水準とその分配を同時に決定するO
このようにケインズ派分配理論と「独占度理論」は相異なった基本構造をも
っているが，どちらも現実の経済の一面を反映しているはずであるO それらの
基本構造はどのように補完し合うであろうか。少なくとも次の2つの観点から
検討することができる。
第1点。ケインズ派分配理論は，利潤存在のための循環的な前提条件を示し
ているが，均衡における利潤の存在を説明することができなし、。これに対し
て， 「独占度理論」は，独占的市場形態と資本家の価格政策に関する仮説を通
じて均衡における利潤の存在を説明することができるO 資本家が事後的に適当
とみなした生産物1単位当りの利潤を得る場合には，その仮説は現実的である
と思われる。
第2点。巨視経済的意味の不均衡状態（例えば，好況期。〉では， マークア
ップ率は短期的に一定であろうという「独占度理論」の仮定は非現実的である
と思われる。しかし，資本家が需要増大期にマークアップ率を上昇させ，逆に，
需要減少期にはマークアップ率を低下させるということは危もなことであるO
マークアップ率の存在範囲は，市場の競争条件，生産能力，その他の諸要因な
どによって左右される。これに対して，ケインズ派分配理論がその不均衡状態
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に適用される場合には， ケインズ派分配理論の仮定は現実的であると思われ
るO
このような2つの観点だけからみても，第1次的接近で必要な巨視的分配理
論は，ケインズ派分配理論の基本構造と「独占度理論」の基本構造を組み合わ
せることによって綜合化した巨視的分配モデ、ルを構成することができると考え
るO この場合，ケインズ派分配理論は，不均衡における所得分配の変化を説明
するための短期的分配理論とみなすことができるO これに対して， 「独占度理
論」は均衡における所得分配をあらわしこの意、味では長期的分配理論とみな
すことができる。
2. 綜合化した巨視的分配モデル
以上のような綜合化の可能性にもとづいてケインズ派分配モデ、ルと独占度モ
デ、ルを綜合化した巨視的分配モデ、ルを構成することができると考えるO このモ
デ、ルは，各時点，従って，不均衡においても総産出量，価格水準および所得分
配を説明する状態になっていなければならなし、。この点については，独占度モ
デ、ルにはあらわされていないから，ケインズ派分配理論の基本構造を礎石とし
て用いなければならなし、。綜合化した巨視的分配モデ、ルの体系は，次の式で示
されるO
モデル
(19) Y=C十I十Je
(6) C=cGG+cLL , l>cL>cG>O 
(7) G=Y-L 
(4) L=ZN 
(8) N=py 
(9) y＝σK 
。 P=_X__ y 
倍。 P*=pl+g 
。 y y*= pー－＊ 
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(2) K＊＝立と
σ 
(23) Je=(K*-K)P 
ただし記号は次の通りであるO 既述の記号の他には， Fは誘発投資， K＊ は
事前的な（意図された〉資本ストック， y＊ は事前的な総産出量， P＊は事前的
な価格水準であるO
この体系は，式11，変数11(Y, G, L, C, N, y, P, Je, K*, y*, P*) 
であるから，完全な体系が成立するo I, K, l, p，σ，CG, CLはすべてパラミ
ターであり，所与かつ一定であるO
このモデ、ルの（19), (6), (7), (4), (8), (9），制式は，既述のように事後的な経済
諸量だけを示しているO モデルに事前的な経済諸量を導入し，誘発投資画数と
貨幣賃金率を決定するための供給画数などを導入する必要があるO この点を考
慮したのが側～ω式で、あるO 側式は，事前的な価格水準の定義式であるO ω式
は，事前的な総産出量の定義式であるOω式は，事前的な資本ストックの定義
式であるO そして， ω式は誘発投資画数であるO
この綜合化した巨視的分配モデ、ルの基本構造を説明するにあたっては，ケイ
ンズ派分配モデ、ルの基本構造の説明が部分的にあてはまる。この場合，事前的な
価格水準P＊は資本家の行動仮説から得られるが， P＊は事後的な価格水準とは
異なっていると考える。この事前的な価格水準P＊に対する貨幣的需要Yの関係
から（21）式により事前的な総産出量ザが決定される。このy＊は（9）式の事後的な資
本ストックKで生産される総産出量Yよりも大きいと仮定する。事前的な総産
出量y＊が決定すれば，。2）式により事前的な資本ストックK＊が決定される。この
場合，事前的な資本ストックは事後的な資本ストックよりも大きいと仮定する。
このような条件の下で，資本家は，生産能力を拡大し，ω式で示される誘発投資
Fを決定しようとする。従って，このモデ、ルの体系から貨幣国民所得が決定さ
れ，利潤所得，賃金所得，ひいては利潤分配率や賃金分配率などが決定される。
このような基本構造をもっ綜合化した巨視的分配モデルの体系（4), (6）～（10), 
側～ωから，次の式が得られる。
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。4)
(25) 
従って，
。
J 1 r ! PK ¥ ,.1 
Y＝－：；－ニァI十？とァj(cL-CG)lρσK＋（て~士一K ).t' ~ 
上一ιG i一 ιGI ＼υL寸ー だ I J 
G ＝~I－~｛C1一州σK－（下島－ K)P}
利潤分配率手は械をω式で除して得られるo
G _1ー （1-CG)lpσ
y ~ 去十（cL-CG)lpσ十（元三一~）P
一乏－（1-cL)lpσ十（五五一1)P
去十（cL-CG)lpσ十（元云一1)P
賃金分配
一一一一一 一G司 L （1一cq_)lρσ
y 去十（cL-CG)lpσ＋（元正一1)P
側， O司式によれば，次の帰結が得られるO すなわち，事後的な価格水準Pが
短期的にみて所与であり，資本ストックK，資本家の消費性向 C（｝，労働者の消
費性向 CL，貨幣賃金率 J，平均労働生産性の逆数p，平均資本生産性σおよび
マークアップ率gがし、ずれも一定であるときには，純投資支出Iの増加につれ
G て賃金分配率すが低下するため，利潤分配率ーは上昇しては近づくといy 
う帰結が得られる。この綜合化された巨視的分配モデルの所得分配，特に利潤
分配率と賃金分配率は， I,K, l, p，σ，g, C(}, CLの要因によって決定さ
れることは明らかであるO
綜合化された巨視的分配モデルにおいて，独立投資Iの増加につれて貨幣的
需要Yが増加する場合には，所得分配はどのようになるであろうか。仮定により
( y ¥ 
一定の資本ストック Kべ＝万戸）（仰）， ω式によるo）が事後的な資本ストック
¥ ( - y ¥ 引っFよりも大きければ，事後的な価格水準 P＼一刻（（9），側式によ
( _ y ¥ .-,る。）は事前的な価格水準P*¥ -;I(*) ( (21), (2）引」よる。〉よりも大きくなる
であろう。そうであるとすれば，資本家は（23）式の誘発投資 Fで生産能力を拡
大しようと意図するO 誘発投資は，貨幣的需要を増加させると同時に，資本ス
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トックを増加させる。この拡大過程では，所得分配は当面のモデ、ルの礎石とし
て用いたケインズ派分配モデ、ルの体系側，（4), (6）～仰にもとづいて決定され
るO 事前的な資本ストックと事後的な資本ストックは一致しなくなるからであ
るO この場合には，独占度に関する倒～仰）式は無関係のものとなるO
綜合化された巨視的分配モデ、ルにおいて，事前的な資本ストック K＊ と事後
的な資本ストックKが一致する場合には，所得分配はどのようになるであろう
かo K*=Kであれば，（23）式によって誘発投資FはOになり，（扮，（9）式によっ
て事前的な総産出量戸と事後的な総産出量Yは等しくなるであろう。そうで
あるとすれば，（10), (21）式から事前的な価格水準 P＊ と事後的な価格水準Pは等
しくなるであろう。事前的なマークアップ率は側式によって実現する。この意
味において， K*=Kは均衡における資本ストックの水準を決定する条件であ
る。この場合の所得分配は独占度モデ、ルの体系側～ωにもとづいて決定され
Lρf 
る。すなわち，条件K*=Kの下では，賃金分配率一一一一一ーとなり，このy -pl+g 
G － ρl g・式と（7）式から利潤分配率 一1一一一一一一一ーとなる このことは第V節Yρl+g -pl十g 0 
の「独占度理論」の基本構造と同様な帰結が導びかれていることを意味するO
刊結 び
前節までにおいて，巨視的分配理論に共通な理論構造，さらに，ケインズ派
分配理論， 「独占度理論」および、綜合化した巨視的分配モデ、ルの3つの巨視的
分配モデルの構本構造と所得分配について検討した。ここでは，その際に残さ
れたいくつかの重要な問題点を指摘するO
まず第1に， 3つの巨視的分配モデルで、は，モデ、ルの単純化のために貨幣賃
金率は外生的に所与として扱われているO 可変的な貨幣賃金率のときには，フ
ルコスト原理で設定された価格水準は，外生的変数ではなくて，各モデ、ルの体
(15) K者＞K である限り，賃金分配率はその均衡値〈倒式の値）よりも大きい。モデ、ル
の体系が安定的であれば， K>K長となるが，事後的な独占度は伝統的なマークアッ
プ率よりも低下する。
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系から同時に決定されるものであるO 短期的な巨視的分配理論は貨幣賃金率の
水準も説明しなければならなし、。貨幣賃金率の不変性は短期的にはやはり認め
られた仮定で、あるO しかし長期的には貨幣賃金率は内生的変数として扱われ
るO 賃金所得，貨幣賃金率，実質賃金率は価格水準，利潤所得，利潤分配率，
賃金分配率，平均労働生産性などの変化とつながりをもっているO この点だけ
をみても，資本家の投資政策や価格政策とならんで労働組合の賃金政策や雇用
政策も所得分配の重要な決定要因であることを強調しなければならなし、。
第2に， 3つの巨視的分配モデルで、は，平均資本生産性と平均労働生産性の
逆数はともに一定とみなされている。この点もモデ、ルのための強い単純化であ
る。所得分配の生産面の分析における生産の技術的条件が完全に無視されてい
るO 巨視的分配理論においても，貨幣賃金率の可変性と所得分配との関係を明
らかにするためには，生産要素の代替可能性について考慮しなければならな
い。既述の説明は Leontief型生産画数を黙示的に示しているが，生産画数の
代替の可能性は集計的な古典派型生産画数を用いて考慮することができる。
第3に， 3つの巨視的分配モデ、ルで、は，技術進歩も考慮していなし、。技術進
(16) Lubbert, J., Untersuchung zur Theorie der gesamtwirtschaftlichen Einkommens-
verteilung, 1964, s. 63-179. その他多数の文献があるが，手元のドイツ語文献で
は次のものに特色がある。 Kiilp,B.，円Die'wage drift’im Lichte der modernen 
Lohntheorie“p Konjunkturpolitik, Jg. 9, 1963, s. 166-182. この論文は， 1974-
75年の WinterSemesterにおける Kiilp教授の Seminarに参加したとき，文献の
1部として利用された。 Rothschild,K. W.，ηThema und Variation. Bemerkungen 
zur Verteilungsformel Kaldors“， in Frisch, H. (hrsg.), Beitrage zur Theorie der 
Einkommensverteilung, 1967, s. 81-95. Gerfin, H., ,,AusmaB und Wirkung der 
Lohndrift“， in Arndt, H. (hrsgふ Lohnpolitikund Einkommensverteilung, 1969, 
SS. 472-522. 
(17) Bronfenbrenner, M.，“A Note on Relative Shares and the Elasticity of Substi-
tution" , Journal of Polit£cal Economy, Vol. 68, 1960, pp. 284-287 ; Ditto, Income 
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歩の程度とその方向は，実質国民所得の水準とその分配を同時に決定する重要
な要因で、ぁtまず，技術進歩は，生産過程の収益性を高め，実質国民所得の
成長率に関連して実質国民所得の分配に影響を与えるO 次に，技術的知識が変
わらないとき，技術進歩は資本の限界生産力が恒常的に減少するのを補整する
というような場合には，代替過程は技術進歩に伴う所得分配を変化させるであ
ろう。
第4に， 3つの巨視的分配モデ、ルから考えられる所得分配の長期的決定要因
は，市場形態と資本家の投資政策とその価格政策であるO 投資政策を別とすれ
ば，他の2つの要因は一定として扱われ，いわば独占度とみなされるパラミタ
~g で要約してあらわすことができるO この g を決定する諸要因を検討するこ
とは巨視的分配理論の課題の 1つである。この場合，経済的手段だけではgの
決定要因を十分に検討できないから，他の政治的社会的手段にもとづいて検討
い）
しなければならなし、。
第5に， 3つの巨視的分配モデ、ルはいずれも静学的であるから，それらの分
似）
配モデ、ルも動学的に考察されなければならなし、。
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第6v；こ，金融的諸要因やその作用経路も考慮、した巨視的分配理論の構成も必
要である。
第7に， 3つの巨視的分配モデ、ルは，封鎖体系の枠内のモデ、ルで、あり，国家
〈一般政府〉の経済活動を捨象しているO なかんづく，後者のことは大きな問
ω 
題点であるO 一般政府は，例えば，次のような方法で所得分配に影響を与える。
① 間接税の課税は，生産物1単位当りの費用を増加させ，ひいては均衡にお
ける利潤分配率や賃金分配率に影響を与えるO 資本家が投下資本の利子を求
め，均衡における市場価格表示の粗賃金分配率を低下させる場合には，直接税
の課税は，マークアップ率を上昇させることになるO ① 一般政府は各種の租
税と移転的支出を行なっている。労働者が相異なる消費性向をもっ限り，租税
と移転的支出は循環的相互関係に影響を与える。税率表やその他の政府支出は
経済全体，資本家，労働者などの消費性向を修正するものであるO 租税と移転
的支出を考慮すれば，巨視的分配理論は，一方では，諸分配率の説明，他方で
ω 
は，可処分所得の分配という新しい問題点を内包している。① 移転的支出の
取得者に対する一般政府の再分配に従って生産物需要の構成は変化し，これに
伴って要素需要もその構成が変化する。この点は「独占度理論」において部分
的に説明している。④ 賃金所得の課税は，労働力の供給，生産要素の最適利
用に係わる資本家の生産決定方法，ひいては資本家の投資政策やその価格政
策，さらに，労働組合の賃金政策などに影響を与える。
このような問題点については，既に拙稿で検討しているものもあるが，今後
の課題となるものが多い。
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